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東日本大震災が我々に多数の教訓や変革を与えたが，その変革のひとつとして，社会システムにおいて「ソーシャ

ルメディア」が大きな役割を担っている点をあげることができる．このソーシャルメディアの動向を Open Data，LOD
の観点から概括し，Open Government を始めとした市民参加型地域デザインによるインパクトを考察する． 

 
 

1. はじめに     

東日本大震災が我々に多数の教訓や変革を与えたが，そ

の変革のひとつとして，「ソーシャルメディア」が大きな役

割を担った点をあげることができる． 
従来の危機管理情報は，行政（各自治体，消防，気象庁，

警察庁，国交省，総務省等）発表，マスメディア報道，ラ

イフライン情報等を特定の発信者であるマスメディア（新

聞社・出版社・放送局）が発信し，それを不特定多数の受

信者が受けてきた． 
東日本大震災時，被災地ではマスメディアの通信手段が

崩壊した．そこで活躍したのが IP 網，さらにソーシャルメ

ディアである．東日本大震災で地震や津波が発生した直後

には，地震直後のツイート数は平常時の 500%1）に達した

ようだ． 
マスメディアにより発信される情報は，原発事故などの

事態の深刻化に伴い錯綜していった．そのような中，いか

にして被災者情報（被災者・避難所からの現地情報，ニー

ズ等）や，災害救援情報（全国の市民からの救援に関する

情報）など，個人に対する情報支援に直結するいわゆる「ミ

クロ」の災害情報を流通させることができたのだろうか． 
「マス」の災害情報はマスメディアから発信され，「ミ

クロ」の災害情報はボランティアベースのソーシャルメデ

ィアにより拡散された．例えば，「みんなで作る復興支援プ

ラットフォーム 2)」，「google 避難所情報 3)」，「Hack4Japan4)」

など，オープンソース技術をベースにボランティアのエン

ジニアが中心となって発信されたソーシャルメディアが積

極的に利用されたのである． 
また，個人情報が多く含まれるミクロ情報を危機管理の

視点からどのように適切かつ有効に管理・流通できるかも

今後，技術的，法的，倫理的観点から検討していく必要が

ある． 
本稿ではソーシャルメディアが及ぼす社会的インパク

トの考察として専門知の結集および社会実装の動きをまと

める． 
 

                                                             
 

 †1 事業創造大学院大学   
   Graduate Institute for Entrepreneurial Studies 
 †2 (有)エクセリードテクノロジー   
   Excellead Technology Co., Ltd     

2. ソーシャルメディアが果たす全面情報化の

動向 

2.1 Big data 
知識を共有するために進化した Web 空間は今や，スマー

トシティ，スマートコミュニティを始めとして，全面的な

情報化社会に突入しつつあると言っても過言ではない．各

種ソーシャルメディアからカスタマーデータ，センサーデ

ータ，オフィスデータ，ログデータ，オペレーションデー

タといったさまざまなデータが大量に生成されている．い

わゆる Big data の登場である． 
昨年度，米国では Big data に関して 2 億ドル規模 5)の予

算を投じた．「Big data」は情報化社会の進展とともに量，

頻度，多様性が爆発的に増大したデータ群そのものである

とともに，知識創造に向けた社会基盤としても位置付けら

れている．Big data というキーワードからビジネス，医療，

防犯，都市設計など社会経済の各種局面で新しい価値が生

み出されてくるようになった．Big data は，集合知という

側面に加えてインフラという側面も併せ持つようになりつ

つあると言える．特に教育，医療，行政といった公共分野

での Big data の活用が期待されている． 
 

2.2 Open Data と Open Government 
Big data の潮流のひとつとして Open Data の動きがある．

「Open Data」とは端的に言えば自由に使えて，再利用でき，

かつ誰でも再配布できるような Open Definition の定義に従

うデータ 6)である．Open Data の概念自体は新しいものでは

なく，当初はどちらかというと科学技術の実験データなど

にフォーカスが当たっていたが，最近になって Open 
Government の流れが起きたことで再定義され一般に知ら

れるようになってきた． 
米国では 2009 年オバマ政権発足時に以下のような「透

明」「参画」「協働」の Open Government 三原則 7)が宣言さ

れた． 
① 透明性 (transparency): 行政は透明であるべき．データ

公開によって市民の参加（フィードバック）を促す． 
② 参画 (participation): 行政は市民参加型であるべき．社

会に分散する知識を提供してもらい，協業を促す． 
③ 協働 (collaboration): 行政は協業的であるべき．組織

横断的に協力し，革新的なツールやシステムを整備． 
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Open Government とは，行政の透明化，非行政，公共的

領域との協働，行政の変化（ペーパーワークからの脱却，

市民を管理する方法を，市民との協働のために変えていく）

を目指した動きと言える． 
現在，米 Data.gov 8)をはじめとして二十数ヶ国でオープ

ンな行政の動きである Open Data プラットフォームの整備

が急速に進んでいる．日本でも IT 戦略本部において，平成

24 年 7 月 4 日に「電子行政オープンデータ戦略」9)が策定

され，Open Data の実現に向けた取り組みが始まっている． 
 

2.3 Linked Open Data（LOD） 
Open Data の再利用を容易に活発にできるよう，個々に

独立したノードとリンクによって構成されている Open 
Data と Open Data を繋げ共有していく動きが出てきた．そ

れが「Linked Open Data（LOD）」10)である．Web の発明者

であり Linked Data の創始者でもある Tim Berners-Lee は，

Open Data のための 5 つ星スキームを提案 11）している． 
★   (どんな形式でも良いので) あなたのデータを

オープンライセンスで Web 上に公開しましょ

う 
★★   データを構造化データとして公開しましょう 

(例: 表のスキャン画像よりも Excel) 
★★★  非独占の形式を使いましょう (例: Excel よりも

CSV) 

★★★★  物事を示すのに URI を使いましょう，そうする

ことで他の人々があなたのデータにリンクする

ことができます 
★★★★★ あなたのデータのコンテキストを提供するた

めに他のデータへリンクしましょう 
 

LOD 構築がグローバルに動き出すことで，データが資産

となり，コラボレーションを推進し，個人の活力を最大限

生かす仕組みが整いつつある．LOD はデータ版の Web12)

であり，インターネット空間に Linked Data の構築が進み出

した． 
LOD が有向グラフ構造を取ることで，矛盾するデータを

含む複雑なデータの記述が可能である．その有向グラフ構

造 の 表 現 方 法 と し て は RDF(Resource Description 
Framework)による記述があげられる．RDF はリソースにつ

いての情報を記述する方法であり，W3C で標準化されてい

る．さらに SPARQL など RDF データベースの検索方法と

しての標準化も推進されている． 
 

2.4 ボキャブラリセットの整備 
政府機関のシステムや業務では，それぞれ独自に専門用

語を定義しており，相互運用性が確保されていない．この

ため，米国の NIEM や欧州の JONINUP で「ボキャブラリ

ー」を定義し，政府機関の効率化のためにシステム等のた

めの用語整備が積極的に進められている． 
このような背景のもと，日本政府機関でも共通的に使え

る用語辞書の整備が開始されている．人や住所といった，

どのような業務でも使用する用語（コア）を中核に，実際

の業務エリア（ドメイン）での用語辞書の構築を行い，そ

の必要性を検証し，行政の効率化を目指した動きが始まっ

ている． 
 

2.5 地域デザイン 
Open Data を繋げる LOD の標準化が加速することによっ

て，データが繋がることで，資産となり，そこからコラボ

レーションが推進し，個人の活力を最大限生かす仕組みが

整っていくことになる．公共機関に於いてはデータを公開

する社会的義務があると言える．日本においては LOD の

積極的な取り組みを行っている機関として，国立国会図書

館，理化学研究所，国立情報学研究所，さらに行政として

は，地域情報化に着目して LOD により Open Data 利活用を

推進している横浜市，鯖江市などをあげることができる．

行政（交通・観光・福祉・芸術文化・統計等）の LOD 化

は地域クラウド構築の動きでもある．LOD 活用は，地域全

体の情報取得コストを低減させ，地域全体の情報流通コス

トも低減し，多様なサービスの創出の源泉となっていく．

地方自治体の LOD は，それぞれ独立して Open Data が繋が

るのであり，データそのものの主管部署はそれぞれ縦割り

でも問題は無い．繋がっていくことで，使われないデータ

から，使われるデータへ，そして付加価値の高い情報へと

変貌していくのである． 
個々の縦割りで何かを認識するためには，対象を要素に

分割・還元し，その一つ一つの要素を詳しく分析しデータ

として管理してきた．要素還元主義である．しかし，社会・

市場・組織などの「社会システム」は，本来「複雑化する

と新しい性質を獲得する」という特性を持っている．その

ため，それを分割してあるデータのみを切り出して管理し

た瞬間に，獲得された新しい性質は失われてしまい，対象

を分割する度に大切な何かが失われていく． 
ソーシャルメディアは，LOD というインフラを獲得し，

社会，組織や地域コミュニティなどの情報化を加速し，知

のコモンズ集積を加速させたのである．つまり，ソーシャ

ルメディアは，「要素還元主義」から「全包括主義」へと知

のパラダイムの転換を実現させた． 
 

3. 海外事例 

3.1 地域の問題を共有する FixMyStreet13) 
英国の mySociety が開発したアプリケーションで，道路

施設の破損や不法投棄などに気づいた市民がネットの地図

上で位置を示し写真を付けて，行政がそれを見て必要に応

じた対応を行う仕組みが FixMyStreet である．つまり，行
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政と住民が連携して，地域の問題を迅速に解決する動きで

ある．日本でも FixMyStreet Japan14)が Web 版，Android 版，

iOS 版ともに開発され，現在無料で誰でも使えるようにな

っている． 
 

3.2 不動産高度情報サービス MRIS15) 
米国の MRIS には，不動産に関するさまざまな情報がシ

ステムに登録されている．的確に不動産を評価できるよう，

価格，写真，住宅ツアー，フロアプラン，地図などに加え

て，公的機関から入手したデータ（人口統計，公共交通機

関，教育，気候，ヘルスケア等）を利用者が理解しやすい

ような形式で提供している．このサービスの年間売上高は

5,000 万＄，日本円で約 50 億円と推定されている． 
 

3.3 より良い政府をプログラミングする Code for 
America16) 

Code for America はサンフランシスコをオフィスとし，常

勤スタッフ 18 名で運営する非営利組織である．アプリ開発

を行う IT 技術者は公募制で 1 年契約とし，選ばれた都市に

1 ヶ月間派遣され，役所でのヒアリングを行い，都市が抱

えている問題解決のためにどんなアプリをつくるかを決め

た上で，Code for America オフィスで様々なアプリ開発を行

う．2011 年にはボストン，シアトル，サンフランシスコの

3 都市に 20 名の技術者を派遣し，2012 年にはシカゴ，デト

ロイトなど 8 都市 26 名を派遣し，2011 年 21 種類，2012
年 52 種類のアプリを開発している．例えば，雪が降った時

にボストンの消火栓の除雪作業を市民にやってもらうため

のアプリ「Adopt-a-Hydrant(消火栓を養子にしよう)」があ

る．４フィートの雪に埋もれるとうまく消火活動ができな

くなるにもかかわらず，市が全く消火栓を掘り出してもら

えていないことに気が付き，ここから，雪かきをすると消

火栓に自分の好きな名前を付けることができるという仕組

みを提供することで市民が消火栓の上の除雪をするように

なった．また，街で見つけたさまざまな問題点を市民がレ

ポートするアプリ「311Labs」は，位置情報と問題（落書き，

あふれたゴミ収集ボックス，道路にできた穴）を公開し，

地域の問題を迅速に解決することに役立っている． 
 

4. 考察(LOD による政府・自治体のオープン化) 

インターネット全体には責任主体は存在しない．オープ

ンで許可を待つ必要がない世界である．接続している組織

がそれぞれで各ネットワークを管理している．電子掲示板，

blog や wiki などの技術を用いた，各種ソーシャルメディア

は，情報受発信から情報共有，そして情報創発へコミュニ

ケーションを拡大させた．知的協働作業は，情報発信・共

有等の集合知の活用を積極的に行う．Web サイトでは，制

作者が作ったコンテンツを閲覧するだけでなく，多数のユ

ーザーが情報やコンテンツを持ち寄り，制作者の手をも離

れて，多様な価値や集合知（Collective Intelligence）の創造

が行われている．社会の再帰的近代化と共に，ソーシャル

メディアという自律協調分散システムの普及により，伝統

的な権威や，専門システムで一方的に人々を支配できる状

態ではなくなった． 
3 章で述べた Code for America のコーダーであり活動家

のジェニファー・パルカは政府をインターネットのように

運営できると考えている．Open Data と LOD によって，一

般市民を政府とつなぐ地域デザインである． 
経済同友会 21 世紀宣言 17)では，「「経済性」のみならず

「社会性」「人間性」を含めて評価する市場へと進化」とい

うことの重要性が明記されている． 
平成 20 年版国民生活白書 18)では，「消費者・生活者」と

いう言葉が登場した．消費者というよりは生活者として，

自らの考え方や意識，価値観を，消費を通じて示していく

傾向がソーシャルメディアによって強まってきた．ドラッ

ガー（2007:296）19)は，「かつてのコミュニティは宿命であ

った．しかしポスト資本主義社会においては，コミュニテ

ィは意志となる」と述べている．ポスト資本主義社会にお

ける資本は知識である．知識の源泉が生活者としての市民

であり，それを支えるインフラとしてソーシャルメディア

が大きな役割を担うようになった． 
情報社会において，国，地域，コミュニティをマネージ

メントするために主眼に置かれるのは，「個々人の社会的包

含」であるとも言える．市民参加型，ボトムアップ型によ

る地域デザインが求められている． 
「Open Data」と「LOD」という集合知およびインフラは

成長戦略のコアである．EU では，「Open Data」による経済

効果は年間 1,400 億ユーロという試算もある．仮に GDP 比

で日本に置き換えると，5.4 兆円となる． 
科学技術・学術審議会（会長：野依良治（独立行政法人

理化学研究所理事長））では，平成 23 年 5 月に同審議会で

決定された「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学

術政策の検討の視点」に基づき検討を重ね，「東日本大震災

を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（中

間まとめ）20)」をとりまとめている．そこでは，東日本大

震災に際して国民の期待に十分には応えることができなか

ったとの反省の下，震災によって顕在化した問題点を踏ま

えた，「多様な専門知の結集による実用化や社会実装までを

考慮した課題解決のためのシステムの定着の必要性」など

課題解決のためのシステム改革の必要性を指摘している．

このシステム改革において「Open Data」による市民参加型

地域デザインが重要なキーワードとなってくるであろう． 
近未来社会システムは sustainable な社会システムでなけ

ればならない．「消費者・生活者」像は，自分自身の個人的

ニーズと幸福を求めるとしても，消費や社会生活，政策形

成過程などを通じて地球，世界，国，地域，そして家族の
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幸せを実現すべく，社会の主役として活躍する人々である． 
Max Weber（1989 年）21)は，プロテスタンティズムの倫

理と資本主義精神の中に近代資本主義勃興の担い手とその

エトスを見出した．現在の新たな情報社会のコンテキスト

の中にも生成されるであろう新たなエトスないしは関係性

に立脚することで，一人一人が自ら社会に参画し，社会と

の絆を深めていくことで危機管理が見えてくる．市民が社

会の発展と改善に積極的に参加し，責任と役割を担う社会，

つまり，政府，自治体を含めたあらゆる組織をインターネ

ットのように運営可能な社会設計が望まれる． 
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